
公益社団法人 全国都市清掃会議

容器包装リサイクル法の見直しに向けて

～自治体の現状と課題～
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資料２



１．会員
・全国の自治体＝市区町村（正会員）と企業（賛助会員）が

組織する公益法人

【平成２５年４月現在】

・参加自治体数 ８７８（加入率５０．４％）

市・特別区 ５５７（ 〃 ７０．１％）

町村 ３２１（ 〃 ３４．４％）

＊参加自治体の人口約１億６０９万（全人口の約８３％）

公益社団法人 全国都市清掃会議（１）
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２．沿革
・昭和２２年（１９４７） 都市清掃協会として発足

・昭和５１年（１９７６） 社団法人全国都市清掃会議として改組

・平成２４年（２０１２） 公益社団法人として内閣府より認可

３．活動内容
・国等へ提言・要望活動、技術指導相談、研究事例発表会、

実務者研修、設計要領等の研修事業、各種調査研究、

広報啓発活動、適正処理困難物対策協議会、乾電池等水銀

広域処理事業、プラント保険事業等の公益事業活動

・全国７地区協議会

・国際廃棄物協議会（ＩＳＷA）のナショナルメンバーとして国際

交流活動

公益社団法人 全国都市清掃会議（２）
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１．地方財政の逼迫
・税収の減少や義務的経費の増大等

２．廃棄物処理事業の効率的な管理運営
・事業の全般的な見直しなど効率的な管理運営の進展等

自治体における廃棄物処理の現状（１）

① ごみ総排出量及び１人１日当たりごみ排出量
ともに、平成１２年度をピークに年々減少

年度 ごみ排出量 １人１日当り

平成１２年度 ５．４８０万トン １．１８５ｇ

平成２３年度 ４．５３９万トン ９７５ｇ

④ ごみ処理事業経費（平成２３年度）
・ごみ処理事業費総額＝１７．９０４億円/年
・・・平成１３年度をピークに年々低減傾向

・ １人当たりのごみ処理経費＝１４．１００円/年
・・・低減から横ばい傾向

② ごみ収集の状況は
直営から委託へ年々シフトしている

年度 直営 委託 許可業者

平成１２年度 ３７％ ３７％ ２６％

平成２３年度 ２６％ ４７％ ２７％

③ ごみ焼却施設の状況は
施設数は年々減少している

年度 施設数

平成１２年度 １．７１５

平成２３年度 １．２１１
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３．３Ｒの一層の推進
・更なるごみ減量化へ「ごみ処理の有料化」の導入等

４．最終処分場の逼迫
・最終処分量は減少しつつも、

依然、最終処分場は逼迫して

いる

自治体における廃棄物処理の現状（２）

⑤ リサイクル率は年々増加

年度 リサイクル率

平成１２年度 １４．３％

平成２３年度 ２０．４％

⑥平成２３年度ごみ処理手数料
・・・粗大ごみ除く

有料

無料

６２．１％

３７．７％

⑦ 最終処分場（一般廃棄物）の状況
残余容量は低減傾向にあるが、処分量の
減少により残余年数は増加傾向

年度 残余容量 残余年数

平成１２年度 １６５千㎡ １２．８年

平成２３年度 １１４千㎡ １８．７年
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容器包装リサイクル法の効果

１．容器包装リサイクル法が、自治体の３Ｒの取組の
きっかけになった。

２．分別収集が増大し、ごみ減量・リサイクルが進んだ。

３．最終処分量の減少に寄与した。

４．事業者の３Ｒや環境配慮設計等の取組が進んだ。

５．住民の環境への関心や意識が高まった。
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平成２３年度容器包装廃棄物の分別収集量、再商品化量、分別収集実施市町村数①
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＊環境省資料より

平成２３年度容器包装廃棄物の分別収集量、再商品化量、分別収集実施市町村数②
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容器包装リサイクル法の課題

１．容器包装リサイクルに係るコストの縮減
・・・特にプラスチック製容器包装

２．各主体の責任分担、役割分担の見直し

３．安定的、効率的なリサイクルルートの確立

４．住民に分かり易い、分別しやすいシステムの構築

５．容リ法対象外のプラスチックのリサイクル

６．地域特性にあった施策等の導入
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前回見直し時の論点

１．発生抑制及び再使用の推進
・マイバッグ運動等の普及啓発や環境教育活動、家庭ごみの

有料化、リターナブルびん分別収集・選別保管の促進等

２．分別収集・選別保管の在り方
・各主体の役割分担の明確化、店頭回収や集団回収の位置

づけ等

３．再商品化手法の見直し
・プラスチック製容器包装の再商品化手法、再商品化に適し

た容器包装の設計及び素材選択

４．その他の論点
・容器包装の範囲、輸出の位置づけ、識別表示の在り方等
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１．２Ｒの一層の推進について

２．関係者の役割分担の見直しについて

３．資金拠出制度について

４．対象品目の範囲拡大について

５．地域特性にあった施策等の導入について

今回の見直しにおける主な要望事項
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（１） デポジット制度の導入

（２） リターナブル容器のシステムの導入

（３） レジ袋の有料化

（４）過剰包装の抑制

（５）環境配慮設計の推進

１．２Ｒの一層の推進について
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（１） 生産から消費、廃棄の過程において、より潤滑に

資源が循環するシステムを構築するため、自治体と

事業者の経費を含めた役割分担についての見直し

を行うなど、自治体に配慮したより良い廃棄物・リサ

イクル制度を構築すること。

（２） 法の適用を免除されている事業者に係る再商品

化費用については、自治体の負担ではなく事業者の

負担とすること。

２．関係者の役割分担の見直しについて
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（１）再商品化入札の落札価格の下げ止まり
・ 施行後５か年が経過、関係者の努力には限度があり、落札

価格の削減幅は、落札価格の下げ止まりに伴い減少傾向。

（２） 拠出金減少による自治体負担の増加
・平成２３年度分以降の想定価格の見直しと入札価格の

高止まりにより、拠出金は大幅に減少し、財政負担が増加

する自治体が増えることが危惧される。

（３） 制度の見直し
・ この制度を継続する場合、制度の「枠組み」を一新させる

必要があるとともに、持続可能な「仕組み」を検討すべき
である。

３．資金拠出制度について
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（１）類似品目の取り込み
・容リ制度の主体的な担い手である消費者が、理解・納得・

協力できる分かり易い品目の選定が不可欠である。

（２）容リ法対象外のプラ製品
・ 容リ制度の運用の中で反映させることが望ましい。

（３）指定収集袋等
・指定収集袋等を容器包装と合わせて処理することは、

自治体の収集コストの削減、ベールの品質、再商品化収率の

向上を確保するとともに、容リ制度の効率的・効果的な運用に

資するものであることから、法の対象とすべきである。

４．対象品目の範囲拡大について
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（１）再商品化手法の選択

・地域循環圏を踏まえ、地域ブロック制を含めて、

自治体が再商品化手法を独自に選択することを希望

する場合には、一定の条件の下で、入札に先立ち

事前に選択できるものとする。

５．地域特性にあった施策等の
導入について
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ご静聴ありがとうございました。
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